







『石炭』（ダイヤモンド産業全書 7）、ダイヤモンド社、1949年、pp. 21-23, 35；兼子勝『石炭 石油 天然ガ
ス』、商工会館出版部、1952年、pp. 88-89、95。











4   1948年頃における対日占領政策の転換については、次の拙稿の注 3 に挙げた文献等を参照。大畑貴裕
「集中排除審査委員会による審査過程における集中排除政策の緩和‐占領・復興期におけるアメリカ化の
深化の一契機」『広島大学　経済論叢』第40巻第 3号、広島大学経済学会、2017年 3 月。
5   このような通説的理解に関しては次の文献でも指摘した。Takahiro Ohata, ”The Japanese cotton spinning 
industry and economic recovery under SCAP,” Thomas French ed., The Economic and Business History of Occupied 





















官（the Supreme Commander for the Allied Powers. 以下、SCAPと略称）D・マッカーサー（Douglas 
MacArthur）へと伝えられ、また 9 原則実施を監督するために1949年に米国政府が派遣した J・




























7   例えば、次を参照。「日本占領および管理のための連合国軍最高司令官に対する降伏後における初期の基
本的指令」（米国統合参謀本部指令 JCS-1380/15）の第 2 部（PartⅡ）、『日本占領重要文書』第 1巻、日本
図書センター、1989年、pp. 133-166（底本は外務省政務局特別資料課編『日本占領及び管理重要文書集』、
1949年）























9   他方で、政治面や社会政策面、社会・文化面等におけるGHQの役割や政策はそれらの分野の先行研究に
よって相当程度に明らかにされている。
10 橘川武郎『日本電力業の発展と松永安左ヱ門』、名古屋大学出版会、1995年、第 3章。














ター、2002年、第 1 編の第 1 章、第 2 章；通商産業省編（高橋正二執筆）『商工政策史』第23巻「鉱業
（下）」、商工政策史刊行会、1980年、pp. 212-242, 327-343；園田稔『戦後石炭史』、セキツウ、1970年、第









謀第 4 部（G-4）、経済科学局（Economic and Scientific Section. 以下、ESSと略称）、天然資源局









































軍事組織としては、日本占領の実働部隊であったアメリカ太平洋陸軍（United States Army Forces, 




















24  竹前栄治・中村隆英監修、高野和基解説・訳『GHQ日本占領史』第 2 巻「占領管理の体制」日本図書セ
ンター、1996年、p. 29、32。なおGHQ内には他に軍事と民生の 2 つの領域を担当した参謀部として、参
謀第 1部（G-1）、参謀第 2部（G-2）、参謀第 3部（G-3）が存在していた。同上書、pp. 29-32。
25 同上書、p. 19、pp. 148-149。
26  同上書、p. 29。同書には上記引用部分に続けて、「について〔SCAPに〕助言する（advise）責任を負ってい
た」とあるが、G-4は単なる諮問機関ではなかった（同上書の原典は『HISTORY OF THE NONMILITARY 











資料： 竹前栄治監修『GHQ指令総集成』第 1巻～第 3巻、エムティ出版、1993年；竹前栄治監修『GHQ指令－SCAPIN-A総目次』、
については、次に所収されているものを使用。G4-00569
表注：ESS/IND：ESS工業課、ESS/IE：ESS輸出入課（後のESS貿易課）、ESS/FT：ESS貿易課、PHW：公衆衛生福祉局
注： 1．SCAPIN、SCAPIN-Aは最も正式のルートを通ったGHQ指令。1946年 8 月下旬頃から石炭鉱業に関する指令は、基本的に
　　 2．指令番号の欄の網掛けは、石炭の貿易・移送関連以外の指令を表している。 3．ESS反トラスト・カルテル課による石炭
年月日 指令番号 発出元 タイトル
1 1945年 9 月25日 SCAPIN-60 G-4 朝鮮駐留米軍司令部が使用する石炭の釜山への供給
2 1945年10月 4 日 SCAPIN-130-A ESS 近畿の日本陸海軍工廠の石炭の使用
3 1945年10月 7 日 SCAPIN-102 ESS 小樽港と留萌港の使用
4 1945年11月 5 日 SCAPIN-240 G-4 連合国人・中立国人用の石炭
5 1945年11月10日 SCAPIN-263 G-4 九州諸港での英国政府向け石炭の供給
6 1945年11月14日 SCAPIN-281 ESS/IND 石炭貯蔵品の放出
7 1945年11月18日 SCAPIN-302 G-4 英国政府への石炭の供給
8 1945年11月19日 SCAPIN-312 G-4 九州諸港での英国政府向け石炭の供給
9 1945年11月19日 SCAPIN-313 G-4 朝鮮駐留米軍司令部が使用する石炭の釜山への供給
10 1945年11月19日 SCAPIN-314 G-4 九州諸港での英国政府向け石炭の供給
11 1945年11月24日 SCAPIN-342 G-4 朝鮮向けの石炭船積の週報
12 1945年11月30日 SCAPIN-372 G-4 九州諸港での英国政府向け石炭の供給
13 1945年12月 6 日 SCAPIN-398 G-4 石炭生産
14 1945年12月11日 SCAPIN-423 G-4 石炭生産についての報告
15 1945年12月11日 SCAPIN-424 G-4 石炭生産の促進のための追加的な必要措置
16 1945年12月14日 SCAPIN-445 G-4 朝鮮駐留米軍司令部が使用する石炭の釜山への供給
17 1945年12月30日 SCAPIN-517 G-4 九州諸港での英国政府向け石炭の供給
18 1945年12月31日 SCAPIN-529 G-4 連合国人・中立国人用の石炭
19 1946年 1 月17日 SCAPIN-613 G-4 石炭生産
20 1946年 1 月26日 SCAPIN-656 G-4 朝鮮向けの石炭船積の週報
21 1946年 2 月16日 SCAPIN-576-A G-4 三池における輸出用石炭の荷積
22 1946年 3 月 2 日 SCAPIN-644-A ESS/IE 朝鮮へのコールタールピッチ－Oreder No. 136-KE
23 1946年 3 月19日 SCAPIN-772-A G-4 香港へ運ぶための石炭の供給
24 1946年 4 月16日 SCAPIN-1015-A PHW 炭鉱での使用のためのDDTの供給要請
25 1946年 4 月20日 SCAPIN-1063-A G-4 木浦への石炭の［仕向港の］転換
26 1946年 6 月26日 SCAPIN-1565-A G-4 石炭の輸出（Shipments）
27 1946年 6 月26日 SCAPIN-1566-A G-4 石炭の輸出（Shipments）
28 1946年 7 月10日 SCAPIN-1685-A G-4 石炭の輸出（Shipments）
29 1946年 7 月26日 SCAPIN-1836-A ESS/FT 朝鮮への石炭の輸出（Shipment）












石炭を毎月 1 万 8 千トン、九州諸港で英国管理下の船へ引渡すよう手配すること。石炭を引渡したら報
告書を提出せよ。


























SCAPIN-60の系列。毎月の 7 万から 7 万 5 千トンの朝鮮への石炭供給量の内 1 万トンは、 5 月 1 日より
木浦へ送れ。










































30 G-4 to Chief of Staff, “Coal Responsibilities,” 6 November 1945, G4-00569.
31  この文章の前の 1 で、参照先の文章a、bとしてESSとNRSの創設と任務を規定した1945年10月 2 日付文
書 2点、「GHQ一般命令　第 3号」と「GHQ一般命令　第 6号」が挙げられている。
































33  Telephone Directory, Oct. 14, 1945、国会図書館請求番号：TEL-1／憲政／ 1。これは国会図書館が所蔵する
一番古い『占領軍内線電話帳』である。1945年11月、12月時点のものは国会図書館に所蔵されていない。
34  農地改革に関するNRSの対応については例えば、次を参照。三和良一、前掲書、第 7 章。農地改革に関
する先行研究についても詳しい。
35  G-4 to The Chief of Staff, "Coal Responsibilities," 21 June 1946, G4-00569. 当該文書は全体に文字がにじんでい
て、判読しづらい個所がある。
36  第 8 軍は、日本占領のために進駐した米軍の主力部隊で、日本各地に駐屯していた。芳賀四郎編『日本
管理の機構と政策』、有斐閣、1951年、pp. 18-22。
37  引用文中の 2 つの下線部は、原文中で判読が困難であった個所を示している（本文以下でも同様）。字



































であろう。NRS to Chief of Staff, "Responsibility for the Coal Production," 26 August 1946, ESS(B)00671. この
NRS作成の文書は同時にESSとG-4にも送られて、各々の同意を求めており、またGHQ副参謀長にも送
られている。
41  Ibid. この資料に「フォックス（Fox）准将」の所属先は記されていないが、文書宛先のGHQ参謀長近辺
にいる者を次の『占領軍内線電話帳』で調べて、当時、副参謀長室に所属していたフォックス准将であ
ると判断した。Tokyo Telephone Directory, 4 July 1946、国会図書館請求番号：TEL-3／憲政／ 4。
42 NRS to Chief of Staff, "Responsibility for the Coal Production," op. cit.



































45  NRS to Chief of Staff, "Responsibility for the Coal Production," op. cit. これに対してESSは 3 週間後にG-4
およびGHQ副参謀長へ、NRSの案に同意する旨を伝えている。ESS to G4 and Deputy Chief of Staff, 
"Responsibility for the Coal Production," 18 September 1946, ESS(B)00671.
46 G-4 to Deputy Chief of Staff, "Responsibility for the Coal Production," 22 September 1946, ESS(B)00671.

















理も維持している」と述べていることや51、8 月 7 日付で作成されたESS工業課の任務規程に「工
業課は石炭と肥料の生産について全国規模の調整と指導に責任を有する」とあることから52、確
認できる。ただし、上記の電話帳によれば1946年 1 月に所属する課員は 7名しかおらず、ESS工
業課はこの人数で同時に日本全土の諸産業を所管していたのだから、その時点では実際上、石炭
鉱業を監督することは難しかったであろう。
　しかしながらESS工業課は、1946年 9 月頃までに急速に陣容を整えた。 7月の時点では11名の
所属を確認できるにすぎないが53、 9 月になると一気に増えて50名が所属するまでになった54。さ
らに 7 月に比べて、組織体制も整備された。ESS工業課には課長などの上級職以外に、次の 9
つの係（Branch）が置かれた。賠償係（所属 9 名）、機械係（ 4 名）、製造業係（ 9 名）、原料係
（ 8名）、建築係（ 1名）、化学係（ 7名）、ガス・電気係（ 2名）、造船係（ 4名）、輸送・通信係
（ 1名）。このようにして1946年 9 月頃にはESS工業課は、石炭鉱業を含め所管する諸産業を全般
的に監督することが組織面で可能になったと評価できる。
50 GHQ Telephone Directory, 18 January 1946、国会図書館請求番号：TEL-2／憲政。
51  Chief, Ind. Div. ESS to Chief, ESS, "Report of Industry Division, ESS on First Years Occupation of Japan," 24 July 
1946, ESS(E)00807.
52 Industry Division, "Functions of the Industry Division," 7 August 1946, ESS(E)00813.
53  Tokyo Telephone Directory July 1946､op. cit. ただし1946年 6 月にESS工業課から分かれてESS繊維課が新た
に設置されたので、7月時点のESS工業課の人数はそれ以前よりも減少していたことに注意が必要である。
ESS繊維課の設置については、大畑貴裕、前掲書、pp. 31-35。ESS工業課はこの後 8月頃から 9月の 2 か
月間で急速に要員数を増やしたことになる。なお、 8月時点の『占領軍内線電話帳』が国会図書館に所蔵
されていないために当月の様子は確認できなかった。
54 Tokyo Telephone Directory Sept. 1946、国会図書館請求番号：TEL-3／憲政／ 5。
